
令和６年度第２回芽室町国民健康保険運営協議会議案 

 

日 時 令和７年２月６日（木）１８時３０分～ 

 場 所 芽室町役場 ２階 第７会議室  

 

１ 開  会 

 

２ 町長あいさつ 

 

３ 会長あいさつ 

 

４ 会議録署名委員指名 

 

５ 報告事項 

 （１）令和７年度芽室町国民健康保険特別会計予算について 

 （２）令和７年度芽室町国民健康保険事業費納付金算定結果について 

 

６ 協議事項 

 （１）第３期芽室町データヘルス計画（保健事業実施計画）進捗状況につ 

いて 

 

７ そ の 他 

 

 

８ 閉  会 
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議
案
Ｐ
８
～
９
参
照

  

令
和

7
年
度
予
算

 
主
要
事
業
：
特
定
健
診
事
業

 

（
１
）未
受
診
者
勧
奨
及
び
重
症
化
予
防
対
策
に
係
る
会
計
年
度
職
員
の
増
員
に
つ
い
て

 

◎
会
計
年
度
任
用
職
員
報
酬

 
 

6,
82

8
千
円

 
（3

,0
5
1
千
円
） 

◎
共
済
費

  
  

  
  

  
  

  
  

 1
,3

87
千
円

 
（5

99
千
円
） 

◎
会
計
年
度
職
員
費
用
弁
償

 
 

 
26

2
千
円

 
（1

47
千
円
） 

・
目

 
的

 

 
未
受
診
者
勧
奨
及
び
重
症
化
予
防
対
策
と
し
て
週
１
回
３
時
間
勤
務
・
２
人
工
を
雇
用
し
て
き
た
と
こ
ろ
、
令
和
６
年
度
か
ら
週
２
回
３
時
間
勤
務
・
２

人
工
を
雇
用
し
業
務
を
進
め
、
令
和
７
年
１
月
末
把
握
分
で

2.
7
ポ
イ
ン
ト
上
昇
し
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
る
。
し
か
し
、
受
診
勧
奨
が
効
果
を
見
せ
つ
つ
あ

る
一
方
で
、
受
診
し
な
い
理
由
の
聴
き
取
り
や
そ
の
結
果
の
取
り
ま
と
め
、
そ
れ
ら
に
対
応
す
る
勧
奨
フ
ロ
ー
な
ど
、
情
報
共
有
と
手
法
の
ブ
ラ
ッ
シ
ュ

ア
ッ
プ
が
追
い
付
い
て
い
な
い
状
況
に
あ
る
。

 

 
そ
こ
で
、
令
和
７
年
度
は
、
勧
奨
業
務
に
携
わ
る
会
計
年
度
保
健
師
等
の
増
員
と
、
そ
の
会
計
年
度
保
健
師
等
の
意
見
を
集
約
し
職
員
と
効
果
を

共
に
検
討
で
き
る
よ
う
な
会
計
年
度
保
健
師
の
リ
ー
ダ
ー
を
雇
用
す
る
。

 

 （
２
）
特
定
健
診
受
診
勧
奨
業
務
委
託

 

Ａ
Ｉの
分
析
に
よ
る
ナ
ッ
ジ
理
論
に
基
づ
く
受
診
勧
奨
及
び
通
院
者
対
策
通
知
の
委
託
業
務
で
あ
る
。
受
診
勧
奨
通
知
は
よ
り
受
診
行
動
に
繋
が
る

レ
イ
ア
ウ
ト
を
検
討
す
る
。
通
院
者
対
策
は
こ
れ
ま
で
自
前
で
行
っ
て
い
た
が
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
流
行
期
間
は
中
断
し
て
い
た
。
令

和
６
年
度
か
ら
委
託
に
方
法
を
変
え
て
実
施
し
た
と
こ
ろ
、
効
果
が
あ
っ
た
こ
と
か
ら
継
続
実
施
す
る
。
（
個
別
医
院
に
お
け
る
令
和
５
年
度
実
績

10
2

件
、
令
和
６
年

12
月
末
時
点

11
3
件
） 
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令和７年度
事業費納付金算定結果
について

令和５年度第４回市町村連携会議資料
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国保事業費納付金の本算定（確定係数）の結果について

１ 事業費納付金本算定結果

事業費納付金額 ８億５，５６５万５，０００円
【内訳】
医療分 ５億８，８３８万７，０００円
支援分 １億８，０３６万９，０００円
介護分 ８，６８９万９，０００円

＜参考＞
令和６年度事業費納付金
納付金額（決算額） ８億４，７５３万６，０００円

令和６年度と比べて８１１万９，０００円の増額

令和７年度事業費納付金の負担額増加要因

１ 医療費等の自然増

年度 全道の保険給付費 全道の被保険者数 一人当たり医療費

令和６年度 ３６４，９９７，３６７千円 ９５５，９６４人 ３８１，８１０円

令和７年度 ３５９，７９５，８６１千円 ９０３，６９８人 ３９８，１３７円

差 △ ５，２０１，５０６千円 △ ５２，２６６人 １６，３２７円
4.28％の増

○国が基本とする過去２年間(実績値)伸び率による推計により算定
○昨年と同様、「新型コロナウイルスによる受診控え等の影響を考慮した調整」は行わずに推計
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令和７年度事業費納付金本算定額

事業費納付金額 ８５５，６５５，０００円

国⺠健康保険税
国・道等からの公費

９２，２９０，２４３円

７６３，３６４，７５７円 ＋事業費納付金本算定額から
国・道等の公費を差し引いた金額

被保険者の負担額（保険税）

-5-



-6-



-7-



受診勧奨
・勧奨通知の発送
・電話勧奨・⼾別訪問

受診率の向上
(令和６年度の取組)

新規受診者の増加

リピーターの増加

受診しやすい環境整備

特典の付与
医療機関との連携

情報提供（みなし健診）
受領

40歳・63歳自己負担額無料
受診勧奨
・窓口における勧奨
・勧奨通知の発送
・電話勧奨・⼾別訪問

次年度予約の実施

若年（18〜39歳）健診の実施
毎年受診することの大切さを周知、勧奨

健診内容の充実（検診項目の追加）
集団健診の土日開催

健康ポイント制度の実施・周知

がん検診との同時受診

町の実態の情報共有・取り組みへの理解促進
医療機関での受診勧奨
制度の周知
通院者対策の実施（情報提供依頼の勧奨通知発送・勧
奨）
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（52人/122人）
28.7%

26.9%

22.8%

42.6%

22.1%

25%

27%

29%

21%

22%

25%

27%

29%

41%

42%

45%

令和４年度 令和５年度 令和６年度(12月末現在）

無料対象者受診率の推移

受診率（％） 無料対象者受診率（％）

（49人/148人）
（40人/120人）

受診勧奨
・勧奨通知の発送
・電話勧奨・⼾別訪問

受診率の向上
(令和７年度の取組)

新規受診者の増加

リピーターの増加

受診しやすい環境整備

特典の付与
医療機関との連携

情報提供（みなし健診）
受領

40歳・63歳自己負担額無料
受診勧奨
・窓口における勧奨
・勧奨通知の発送
・電話勧奨・⼾別訪問

次年度予約の実施

若年（18〜39歳）健診の実施
毎年受診することの大切さを周知、勧奨

健診内容の充実（検診項目の追加）
集団健診の土日開催
がん検診との同時受診

健康ポイント制度の実施・周知
Web予約の部分導入

町の実態の情報共有・取り組みへの理解促進
医療機関での受診勧奨
制度の周知
通院者対策の実施（情報提供依頼の勧奨通知発送）
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